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１）広域機関は、２０１５年４月の発足以来、経済産業大臣の認可を受けた業務規程に基づき、地域

間連系線の運用容量・マージンの決定、利用登録（事業者の計画潮流の登録）その他の運用業務

を実施。

２）このうち利用登録ついては、「先着優先」を原則としたルール*1で運用している。これは、広域機関

発足前からの方式であり、国の審議会*2においても現状の運用方法として確認されたものであった。
*1 厳密には、後述のとおり、「先着優先」と「間接オークション」のハイブリッド型のルール。 *2 2013.12 第４回制度設計ワーキンググループ

３）しかしながら、①近年、再生可能エネルギーの増加や火力電源の建設に伴う連系線の利用ニー

ズが高まっていること、②一方で、将来的な需要の見通しは、横ばいであること、③国の審議会等

においてより効率的なルールの在り方を検討すべきとの意見が提起されたこと、④今後新たに生

じる空容量の公正な割当方法の必要性を認識したこと等を踏まえ、２０１６年４月、広域機関及びＪ

ＥＰＸが共同事務局となる形で、「地域間連系線の利用ルール等に関する勉強会」を設置、ルール

の見直しに関する議論を開始した。

４）２０１６年５月には、国の審議会「電力基本政策小委員会」において、連系線利用ルールの見直し

を進めていくことが提起された。以後、検討状況は都度審議会で報告するなど国と連携を取りつつ

検討を進めてきた。

５）２０１６年８月、広域機関は、勉強会の議論の中間取りまとめを公表。その翌月には、議論の場を

「地域間連系線の利用ルール等に関する検討会」に移し、勉強会での成果も踏まえ、改めて、公開

の場において、詳細検討を進めてきた。

Ⅰ．検討会発足までの経緯
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（１）我が国全体の需要実績は減少傾向にあり、今後の需要も、横ばいで推移する見込み。

（２）他方、再生可能エネルギーは増加傾向にあり、今後も増加基調で推移する見込み。

（３）こうした中で、単に設備増強を行うこととすれば、設備利用率が低くなり、結果として、託送料金や
電気料金の上昇につながるおそれ。

最大需要電力［全国合計］（送電端）

（万kW）

（年）

16,541
(0.5%)

16,031
(0.2%)
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5（参考）
２０１６．２「再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会報告書」より抜粋

５．電力システム改革を活かした導入拡大

電力安定供給の確保、電気料金の最大限の抑制、需要家の選択肢や事業者の事業機会

の拡大等を目指して、電力システム改革が3段階に分けて実施されることとなる。この

一連の制度改革の成果を活かし、効率的な形での電力の取引・流通の実現を通じて、再

生可能エネルギーの導入拡大に結びつけていくため、次のような取組が必要である。

①計画的な広域系統整備・運用

電力システム改革第1弾にて設立された電力広域的運営推進機関は、エネルギーミッ

クス等に基づき、再生可能エネルギーのポテンシャルを踏まえた広域系統の電力潮流シ

ミュレーションを実施した上で、将来の広域連系系統の整備及び更新に関する方向性を

整理した「広域系統長期方針」を策定することとなっている。また、地域間連系線の有

効活用のため、現在の連系線の利用計画等の運用ルールを見直すべきではないかとの指

摘があり、引き続き検討を進めていくべきである。

※赤字部分は広域機関にて着色



6（参考） ２０１６．５．２５ 電力基本政策小委員会事務局資料
「地域間連系線利用ルールの充実に向けて」より抜粋

※赤枠は事務局にて付記
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1）現行の連系線の割り当てルールは、以下の原則となっている。

① 登録時刻が先であるものを連系線の利用順位の上位とする「先着優先」

② 他事業者の連系線利用を阻害しないよう「空おさえの禁止」

Ⅱ．連系線の割当てルールの概要
１．先着優先と空押さえの禁止
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１）「直接オークション」とは、連系線を利用する権利又は地位を、オークションによって割り当てる仕組
み。

２）なお、これに類する仕組みとして、我が国では、東北東京間連系線の増強に係る「短工期対策」とし
て、一部で利用希望者を募集する取組を既に実施しているところ。

先
着
で
容
量
を

割
り
当
て

希望１ 希望２ 希望３

1円/kWh 3円/kWh 2円/kWh

20MW 40MW 80MW

①
②
③

物理的送電権の
オークション

電力量

価格

2円/kWh

希望2 希望3

物理的送電権の落札量
（例えば、100MWの募集に
対して、左記希望１～希望
３が入札された場合）

3円/kWh

希望1

希望２の４０ＭＷと希望３の６０ＭＷ
が物理的送電権を獲得

Ⅱ．連系線の割当てルールの概要
２．直接オークション

先着優先 直接オークション
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1）「直接オークション」は、連系線を利用する地位又は権利を、オークションにより割り当てる仕組みで
あるのに対し、「間接オークション」は、こうした権利の割当てを行わず、全ての連系線利用を、エネ
ルギー市場（日本でいえばJEPXにおける市場）を介して行うこととする仕組み。

2）具体的には、現行ルールでは、先着優先での容量割当を積み重ねた上、前日10時の段階で、なお空
容量となっている部分を活用して、スポット市場取引が行われているところ、原則、全ての連系線容
量をスポット市場取引に割り当てることとする仕組みと考えることができる（※）。

（※）我が国のスポット市場は現在でも全国市場であるため、連系線の全ての容量をスポット市場取引に割り当てる
ことが、すなわち、間接オークションと同義となる。また、スポット市場約定後は、時間前市場によって、割り当て
る仕組みとなる。

3）すなわち、現行の「先着優先」に基づく連系線予約を停止すれば、実質的に、間接オークションが実
現。

先
着
優
先
で

容
量
割
当
て

①
②
③

前日10:00の空容量の範囲内で

のみスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（いわば、先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全ての連系線容

量をスポット市場に活用

Ⅱ．連系線の割当てルールの概要
３．間接オークション
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１）電力需要が伸び悩む中で、再生可能エネルギー等の電源接続に伴う系統ニーズに応えていくため
には、設備増強に先立って、まずは既存設備を最大限効率的に活用することが求められる。

２）一方、連系線に関しては、既に市場分断が頻繁に発生し、エリア間値差が発生しているものがある。

３）こうした中、２０１９年３月には、北本連系線（＋３０万ｋＷ）が、２０２０年度には、東京中部間連系設
備（＋９０万ｋＷ）の増強が完了する予定。さらには、２０１７年２月、広域機関は、電気供給事業者か
らの希望を踏まえた形で、東北東京間連系線の増強計画を取りまとめ、２０２７年１１月に、東北東京
連系線（＋４５５万ｋＷ）の増強が完了する予定。

４）上記のように、連系線の利用ニーズが、設備の運用容量を上回っている状況において、新たな空容
量に現行の先着優先ルールを適用した場合、１秒を争う獲得競争や、情報格差による不公平といっ
た問題が生じる。

Ⅲ．検討結果
１．望ましい連系線の割当ルール （１）連系線ニーズの増加への対応

現行の先着優先ルールでは対応できない状況が生じている。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0.0% 34.2% 0.1% 1.5% 3.0% 19.3%

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

56.6% 46.9% 14.0% 49.1% 62.2% 97.0%

北海道本州間連系線 東京中部間連系設備（ＦＣ）

連系線の月別市場分断発生率（2016年4月～9月）

（出所）電力取引監視等委員会制度設計専門会合資料より
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１）２０１６年４月より、計画値同時同量制が導入された。その結果、電源への紐付けがなくなり、連系
線利用者は、市場等に、自社電源より限界費用の安い電源があれば、制度上、電源の差し替えを
自由に行うことができるようになった。

２）一方で、再生可能エネルギーは増加傾向にあることや、再生可能エネルギーの固定価格買取制度
（ＦＩＴ制度）が見直されたことを踏まえれば、市場に、限界費用の極めて安い電源が市場に拠出され
ることが見込まれる。

３）このため、現に先着優先の下で連系線の利用登録を行っている事業者のみが、戦略的な行動をと
ることができるため、公平性・公正性の観点から課題が認められる。

４）以上の観点から、現行のルールについては、速やかに見直しを行うことが必要。

Ⅲ．検討結果
１．望ましい連系線の割当ルール （２）公平性・公正性の確保

オークション方式（「直接オークション」又は「間接オークション」）を導入すれば、

公平性・公正性の課題は解消すると考えられる。
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１）小売事業者は、①託送契約の締結と、②
連系線利用登録に当たって、取引を行う発
電事業者の電源を特定しなければならな
かった（実同時同量制度）。

２）このため、連系線利用者は、市場等に、自
社電源より限界費用の安い電源があっても、
制度上、電源の差し替えを行うことができな
かった。

３）小売事業者は、①託送契約の締結と、②連系線
利用登録に当たって、取引を行う発電事業者の
電源を特定することが不要となった（計画値同時
同量制度）。

４）このため、連系線利用者は、市場等に、自社電
源より限界費用の安い電源があれば、制度上、
電源の差し替えを自由に行うことができるように
なった。

卸供給
事業者

小売
事業者

連系線利用者は、発電所を特定した上で、
①一般電気事業者との間で託送契約を締結し、
②広域機関に対して、連系線利用計画を提出すること
が必要。

連系線
発電
契約者

小売
事業者

連系線利用者は、発電所を特定することなく、どの事業者か
ら調達するかを特定すれば、
①一般送配電事業者との間で託送契約を締結し、
②広域機関に対して、連系線利用計画を提出することが可能。

連系線

２０１６年３月まで ２０１６年４月以降

（参考）
託送制度の見直しによる電力取引環境の変化



15（参考）
既存の連系線利用登録保持者の権利又は地位

１）先着優先の下で、連系線の利用登録を行っている事業者は、連系線を介して、自由に、電気の調達
先を切り替えることが可能。

＜エリアＡ＞ ＜エリアB＞

現に連系線の容
量を確保している

事業者

老朽電源等

・今後、再エネ電気が安く、大量に

市場投入されるに違いない。

・市場から安く調達できる場合は、

既存の連系線容量を用いて、

市場調達に差し替えよう。新規発電事業者
・連系線が空いていな

いので、エリアＡで

販売するしかない。
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１）上述の議論は、いわば市場に十分な厚みがあることを前提とした議論であるが、現実には、我が国
においては、市場取引量が少ないため、事業者は、経済合理的な行動を取り難い環境下に置かれ
ている実態がある。

２）翻って、２０１５年度の連系線利用実績を見れば、日本全国のスポット市場取引量の約４．９倍の電
力量が、先着優先によって取引されている。

３）このため、オークション方式の中でも、「間接オークション」を導入すれば、これらの電力量が、市場
を介して取引されることとなるため、市場取引量の増加に、極めて大きな貢献が期待できると考えら
れる。

４）そして、市場取引量が増加すれば、事業者による電源の差し替えがより容易となり、経済性の高い
電源の稼働機会が増加し、結果として、広域メリットオーダーの実現、ひいては、連系線の最大限効
率的な利用に資すると考えられる。

公平性・公正性を確保するとともに、市場取引量の増加に貢献することをもって、連系線の最大

限効率的な利用を図るため、「間接オークション」を導入することが適当。

Ⅲ．検討結果
１．望ましい連系線の割当ルール （３）市場環境整備



17（参考）
市場の厚みについて

出所： 第３回制度設計ワーキンググループ、第１５回 制度設計専門会合資料より作成

2016年9月時点
で約2.8％。



1818（参考）
連系線利用ルールの見直しにより期待される効果

相対取引 75,947

前日スポット取引 13,152

時間前取引 2,050

全取引量 91,149

（百万kWh）

連系線利用状況（２０１５年度実績）

（注）ただし、連系線利用状況の値は、各連系線の利用実績(kWh)の総和であるため、一事業者が、九州→中国→関西など、複数の連系線を

利用している場合も含まれる。このため、実際には、この数字よりも低い効果となると想定されるため、この数字は、あくまで、最大を想定
した場合の期待効果となる。

スポット市場の状況（２０１５年度実績）

約定量 15,400

（百万kWh）

○単純に、従来の連系線利用ルールの下では、相対取引によって連系線を通っていた電力量が、
間接オークション導入後には、すべてスポット市場に拠出されると仮定すれば、ＪＥＰＸスポット市場
の年間取引量は、最大で、およそ４．９倍の増（６．８倍の取引量）となる効果が期待できる（注）。

○なお、電力・ガス取引監視等委員会における競争状況のモニタリング資料によれば、２０１３年度
から自主的取組が開始されたことを受け、２０１２年度から２０１５年度にかけて、ＪＥＰＸスポット市
場約定量の年平均増加率は、３０％と評価されているところ（年間で１．３倍の効果）。

○連系線利用ルール導入による効果は、あくまで最大値としての見積もりとはいえ、過去の推移との
比較でいえば、今般の連系線利用ルールの見直しは、飛躍的にＪＥＰＸスポット市場約定量を増加
させる効果が期待できる。
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１）連系線利用ルールについては、これまで、一般的に、「先着優先であるため、広域メリットオーダー
が実現しないことから、見直しが必要」と指摘されてきた。

２）２０１６年３月までは、託送契約の締結や連系線利用登録に当たり、電源を特定しなければならな
かったため、上記１）の意見は、正しい意見であったと考えられる。

３）しかしながら、同年４月以降は、託送制度の見直しにより、電源への紐付けが不要となったため、小
売事業者は、既に、自由に電源の差し替えが可能となった。また、次頁のとおり、個々の事業者によ
る経済合理的な行動の積み重ねが、我が国全体の広域メリットオーダーとなる。

４）このため、制度上は、既に広域メリットオーダーが実現可能であることから、上記１）の議論は必ずし
も正しくない点には留意が必要。

５）ただし、前頁のとおり、市場取引量が少ないこと等を背景に、事業者が経済合理的な行動を取り難
い環境下におかれているため、間接オークションを導入すれば、市場取引量が増え、結果として、広
域メリットオーダーの実現に資すると考えられる。

２０１６年３月まで

先着優先 間接オークション

○広域メリット
オーダーが実
現できない。

○広域メリット
オーダーが実現
できる。

２０１６年４月からの状況

先着優先 間接オークション

○広域メリットオーダーが実現でき
る（※）。

先着優先 間接オークション

○広域メリット
オーダーが実
現できない。

○広域メリット
オーダーが実現
できる。

（※）間接オークションの下では、
市場取引量の増加が期待で
きるため、より広域メリット
オーダーが実現しやすい市
場環境の構築に資する。

Ⅲ．検討結果
１．望ましい連系線の割当ルール（補論１）



2020（参考）
広域メリットオーダーとは

１）広域メリットオーダーとは、エリアを越えて、限界費用の安い順に電源が稼働している状況をいう。

２）例えば、下図のように、市場価格が、自社電源より安い場合、発電事業者は、市場電源への差し替
えを行う方が、大きな利益が得られる。

３）我が国では、卸電力市場が全国をエリアとする単一の市場として運営されているため、こうした、
個々の事業者による経済合理的な行動（電源差し替え）の積み重ねが、我が国全体の広域メリット
オーダーとへとつながる。

エリア
Ａ

エリア
Ｂ

発電A
5円/kWh

発電B
7円/kWh

発電C
9円/kWh

発電D
11円/kWh

連系線

発電E
8円/kWh

発電F
10円/kWh

発電G
12円/kWh

発電H
14円/kWh

市場価格
９円/kWh

価格

量

5円

15円

9円

小売

発電Ｄが、エリアＢの小売との間
で、12円/kWhの相対契約を締結

この場合、発電Ｄは、自社電源(11
円)を抑制し、市場調達（9円）に差
し替えを行う方が、より大きな利益
を得ることができる。

こうした行動の積み重ねに
より、我が国全体の広域メ
リットオーダーが実現
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検討会において、発電事業者等から、現行の連系線利用ルールを見直し、間接オークションを
導入すると、電源投資回収の予見性が失われるのではないかとの指摘があった。

１）２０１６年４月以降、制度上、既に電源の差し替えが自由に行える制度となっているため、経済合理
的な電源でなければ稼働しないという状況は、間接オークションの導入にかかわらず、電源側が既
に直面している事象である。

２）また、次頁のとおり、エリアを越えた取引に関し、差金決済契約を締結することにより、間接オーク
ションの下でも、エリアを越えて、固定価格で取引を行うことが可能である。

３）さらに、次々頁以降の考察のとおり、差金決済契約により、実質的な電源差し替えが行われ、送電
側の事業者は、これまで以上の収益を得ることが可能。

４）ただし、エリア間値差に関しては、電源側のリスク要因を増やす方向の影響が生じるため、十分な
経過措置や、そのヘッジのための仕組みが必要。

間接オークションの導入に伴い、エリア間値差の変動リスクが生ずる一方（このため、経過措置やヘッ
ジのための仕組みが必要。）、電源の投資回収が行いやすくなると考えられる。

Ⅲ．検討結果
１．望ましい連系線の割当ルール（補論２）
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• 間接オークション導入後も、発電事業者と小売事業者の間で、差金決済契約（ＪＥＰＸ約定価格との
差額を決済する契約）を締結すれば、原則として、取引価格を固定した上、必要な量の電気の取引
を行うことが可能となり、エリア間値差が発生する場合を除き、相対契約と同じ効果が期待できる。

（参考）
差金決済契約

発 小

（例）東北エリアの発電事業者と、東京エリアの小売事業者との間で、以下を内容とする差金決済契
約を締結。
・両者の間で、10円/kWhの固定価格で取引を行う。
・実需給の○日前に、小売事業者は、実需給日の必要電力量を発電事業者に通知。

・その必要量に関し、発電事業者は売入札を、小売事業者は買入札を、それぞれＪＥＰＸに対して
実施。
・金銭の授受においてはＪＥＰＸ約定価格との差額を決済。

東京エリア東北エリア

4円/kWhを支払い

ＪＥＰＸ

6円/kWh

6円/kWh
で販売

6円/kWh
で購入

発 小

東京エリア東北エリア

ＪＥＰＸ

5円/kWhを支払い

15円/kWh

15円/kWh
で販売

15円/kWh
で購入

ＪＥＰＸ約定価格が6円/kWhであった場合
（相対取引価格＞取引所取引価格となる場合）

ＪＥＰＸ約定価格が15円/kWhであった場合
（相対取引価格＜取引所取引価格となる場合）
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１）事業者は、長期的に連系線を利用し、電気の
取引を行い、収入を得ることができた。

送電側エリアの事業者が、受電側エリア
の事業者に対して、１５年間、１０円/ｋＷで、
１０万ｋＷの電気の販売を行う場合
（※）実際には、常に１０万ｋＷの需要が無かったり、

定期検査等も考えられるが、ここでは最も単純な
例を想定。

（※）差金決済契約締結時、売手側は、電源の限界費
用を市場に応札する場合を想定（年間の半分の
時間は落札できるが、残りの半分の時間は落札さ
れない。）。

（※）なお、技術的な制約等により、特定の電源を稼
働しなければならないことから、0円で入札するこ
とを余儀なくされるような場合には、両者の利益
は等しくなる。

（売手側の収入）
10円/kW×10万kW×8760h×15年 = 1,314億円

（売手側の支出）
9円/kW×10万kW×8760h×15年 = 1,182.6億円

（売手側の利益）
1,314億円 - 1,182.6億円 = 131.4億円

（参考）
電源の収益イメージ

２０１６年３月まで

２）事業者は、電源の紐付けがなくなったことを前提に、市場価格に応じ
て、自由に電源の差し替えが可能となった。

２０１６年４月以降

＜送電側エリア＞ ＜受電側エリア＞

小売事業者
（買手側）

（売手側）

連系線
混雑なし

１０円で相対契約（２０１６年３月まで）
１０円で差金決済契約（２０１６年４月以降）

限界費用９円

市場価格
6円/15円

市場価格
6円/15円

（売手側の収入）
《市場取引》 15円/kW×10万kW×4380h×15年 = 985.5億円
《差金決済》 (10-6)円/kWh×10万kW×4380h×15年 = 262.8億円

（売手側の支出）
《電源運用》 9円/kWh×10万kW×4380h×15年 = 591.3億円
《差金決済》 (15-10)円/kWh×10万kW×4380h×15年 = 328.5億円

（売手側の利益）
(985.5+262.8) 億円 – (591.3+328.5)億円 = 328.5億円

※ただし、両者の契約内容が見直されれば、中長期的に継続するものではないことに留意
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１）現行ルールでは、先着優先での容量割当を積み重ねた上、前日10時の段階で、なお空容量となって
いる部分を活用して、スポット市場取引が行われているところ。

２）このため、先着優先に基づく連系線の利用登録を停止すれば、必然的に間接オークションの全面導
入に向かうこととなる。

先
着
優
先
で
容
量
割
当
て ①

②
③

前日10:00の空容量の範囲内で

のみスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全ての連系線容

量をスポット市場に活用

Ⅲ．検討結果
２．間接オークションの導入手順

先着優先に
よる容量割
当を停止

１）今後、新たな連系線利用登録を停止することをもって、間接オークションへ全面移行するも

のとする。
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３．間接オークション導入後の連系線管理運用

【混雑処理の方法】

１）現行ルールでは、連系線利用希望者は、１
０年前から連系線利用ルールに係る手続き
に基づき容量登録を実施。

２）広域機関は、運用容量を超える登録申請
がある場合、先着優先の考え方に基づき、
混雑処理を実施。

３）また、スポット市場後、連系線の故障等に
より運用容量が小さくなる場合も、先着優先
の考え方に基づき、後着の利用登録から順
に抑制（スポット市場分は、按分抑制。）。

１）間接オークションの全面導入後は、先着優
先の利用登録がなくなるため、必然的に、
スポット市場の約定前の混雑処理は不要
となる。

２）スポット市場約定後、連系線の故障等によ
り運用容量が小さくなる場合は、前日ス
ポット市場約定分及び時間前市場約定分
を同順位として扱い、按分抑制により混雑
処理する。

【潮流管理、作業停止計画調整等】

１）現行ルールでは、広域機関は、先着優先で登録
された利用計画に基づき、連系線の計画潮流の
管理及び作業停止計画調整等を行い一般送配
電事業者へ通知。

一般送配電事業者は、広域機関より通知された
情報を基に潮流管理及び作業停止調整等を実施。

１）運転状況により連系線運用容量が変化する電源
から、早期に定期検査予定の情報を求める。

２）広域機関及び一般送配電事業者は、広域機関
に提出された販売・調達計画や過去の連系線利
用実績等の情報を踏まえて（※）連系線潮流の
予測・管理を行うとともに、作業停止計画調整等
を行う。

（※）後述の供給計画及び需給バランス評価の在り方の議論の内容次第で、
これらの情報も活用できる可能性がある。
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１
．
必
要
性

１）先着優先ルールは、公正性・公平性の観点から、速やかに見直しが必要。

２）一方、広域機関は、東日本大震災の教訓を踏まえ、我が国の安定供給体制を抜本的に強化するため
に設立され、短期・長期の需給の状況が悪化するおそれがある場合は、電気事業者に対する電気の供
給等の指示や、発電所の維持・建設者を募集する業務等を担っている。

３）このような観点からは、連系線利用ルールの見直しを行った後も、引き続き、電気の需要に応じて、適
切に発電所への投資が行われるような環境整備が必要である。

２
．
目
的

１）あらゆる制度変更に伴い、プラス面にもマイナス面にも、投資回収への影響が発生すると考えられるが、
間接オークションの導入に当たっては、エリア間値差に相当する費用が、明確な追加費用として発生す
る。

２）また、発電所の投資回収期間は、一般的に、十数年～数十年といった長期間に及ぶ。

３）こうした中、十分な経過措置なしにルールの見直しを行えば、事業者に対し、今後も投資回収に影響を
及ぼすルールの見直しが経過措置なしに行われるだろうという予見性を与え、ひいては今後の発電所
への投資意欲を減退させるおそれがある。

４）このため、将来、発電所への投資を行おうとする者への投資意欲を維持し、今後とも適切に発電所
への投資が行われるような環境を整備することを目的として、経過措置を設けるものとする。

Ⅲ．検討結果
４．経過措置（１）
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３
．
期
間

１）電気事業者は、電気事業法に基づき、向こう１０年間の供給計画の提出が求められている。また、現
行の先着優先ルールにおいて、現時点、最長１０年間の利用登録を認めている。

２）一方、広域機関では、本年４月より、連系線利用ルールの見直しについて検討を開始し、国の審議会
の場でも、検討状況の報告・公表を行ってきた。

３）このため、発電所の投資回収期間は、一般的に長期間に及ぶという特徴を有することを背景としつつ、
事業者が１０年間の供給計画を策定し、１０年間の連系線利用登録を行っている事実にかんがみ、最長
で、平成３８年３月まで（本検討を開始した平成２８年４月から起算して１０年間）とする。

４）ただし、現在、国において、既存電源の固定費回収や新規電源投資の促進の課題に対し、容量メカニ
ズムの導入が検討されているところ。また、上記２．に掲げる目的を達成する観点からは、連系線利
用ルールの経過措置によって期待する効果と、容量メカニズムが導入に伴って期待される効果が、結
果として、同一の方向性となる可能性がある。

５）さらに、国においては、ベースロード市場の創設が議論されているところ、この詳細設計によっても、発
電所への投資意欲に影響を及ぼす可能性がある。

６）このため、電源投資に大きな影響を与える制度変更等（容量メカニズムの導入等）があった場合には、
経過措置の在り方について、その必要性を含めた検討を行う。

７）なお、経過措置は、間接オークションの導入とともに開始するものとする。

８）また、経過措置が終了すれば、基本的に全ての事業者がエリア間値差のリスクを負うこととなる。加え
て、ベースロード市場が複数のエリアにまたがる形で創設される場合には、その利用者も同様のリスク
を負うこととなる。
このため、経過措置の終了やベースロード市場の創設に先立って、新規の間接的送電権等の発行な
ど、エリア間値差リスクをヘッジするため仕組みを整えるべく、速やかに準備を進めていくものとする。

Ⅲ．検討結果
４．経過措置（２）
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１）経過措置の対象事業者が、経過措置期間中、間接オークションの仕組みの下、結果として、従来と等
価な相対契約を締結できるよう、以下の内容の措置を講ずる。
・経過措置の対象となる小売事業者が、従来の連系線利用に準じた手続きに基づき登録（※２）（「経過
措置計画」という。）を行い、この量をスポット市場へ応札し、約定した場合であって、
・当該経過措置計画に記載された電気の調達元（発電契約者又は小売事業者）が、同量をスポット市
場に応札した場合に、
・事後的に、エリア間値差相当分（※３）を、ＪＥＰＸとの間で精算するものとする。

２）経過措置の転売については、一定の効率性向上に資する可能性があるものの、これを認めないことと
する。

５
．
内
容

（※１） 例外として、供給先未定の段階で、発電事業者が登録を行っている場合がある。この場合であっても、空押さえを防ぐ観点から、実需給
の２年前のタイミングで、供給先となる小売事業者に対して、当該登録を承継する仕組み。経過措置においても、同様の仕組みで、小売
事業者に対し、従来の連系線利用登録に準じた登録の承継を行うものとする。

（※２） ただし、連系線を利用する地位又は権利が付与されるものではない。
（※３） 経過措置対象事業者又はその電気の調達元が、①価格の安い市場で電気を販売し、価格の高い市場で購入する場合に要する費用、

②又は価格の高い市場で電気を販売し、価格の安い市場で購入する場合に得られる収益に相当。

４
．
対
象

１）原則として（※１）、現行ルールの下、既に連系線利用登録を行っている小売事業者を対象とする。

２）ただし、連系線利用登録に登録された契約の相手先との間で合意が得られる場合は、当該相手先に付
与することも可能とする。

Ⅲ．検討結果
４．経過措置（３）

６
．
位
置
付
け

１）現在、ＪＥＰＸは、その業務規程に基づき、市場分断処理を行った場合、分断した市場間の価格差に、連
系線の利用量を乗じて得られる金額（ＪＥＰＸが、価格の安い市場で電気を購入し、価格の高い市場で
販売することによって得られる対価に相当。）を「市場間値差積立金」の項目に計上。

２）経過措置は、上記２．の目的を達成するため、経過措置の対象事業者が、ＪＥＰＸルールに基づき、電
力の対価として、ＪＥＰＸからエリア間値差相当分を受け取り、又はＪＥＰＸに対して支払う措置とする。

３）経過措置期間中、ＪＥＰＸは、上記５．に掲げる精算を行うため、「市場間値差積立金」から必要な額を支
払い、又は受領した額を「市場間値差積立金」に積み上げるものとする。
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１）現行の送配電等業務指針において、「長期固定電源」は、「原子力、水力（揚水式を除く。）又は地
熱電源」と観念されている。

２）これらの電源は、出力制御に当たって、設計・運用等の技術的課題や、規制上の制約等があると
いう特徴を有している。

３）このため、長期固定電源については、たとえ経済的な便益があったとしても、これらの電源の出力を
抑制し、又は他の電源に差し替えるといった行動をとることが困難。

４）このため、長期固定電源については、設計・運用等の技術的課題や規制上の制約等が存続する限
り、確実に発電し続けることを担保することが必要。

１）長期固定電源は、スポット市場において、成行価格での約定を可能とする仕組み（※１）を設ける。
【JEPX側で規定】

２）市場約定後、故障等によって運用容量が減少する場合、長期固定電源を含むバランシンググルー
プ（ＢＧ）が同時同量を達成することができない場合であっても、余剰インバランスの発生を許容す
るものとする。【広域機関側で規定（※２）】

３）上記１）２）の仕組みを設けることを前提に、長期固定電源は、間接オークションの下で取り扱うもの
とする。

４）なお、連系線の中には、特定の電源の出力を直ちに制限する装置を電源側に設置して運転を行う
ことを前提に、運用容量が設定されているものがあるため、これらの電源についても、当面の間、長
期固定電源と同様の扱いとする。

Ⅲ．検討結果
５．長期固定電源の取扱いの方向性等

（※１）他電源（送配電事業者により市場に投入されるＦＩＴ電源等を含む）よりも優先的に約定できる仕組み
（※２）託送約款上は、通常の余剰インバランスの引き取りとして処理されることとなる。また、エリア全体の電力が余剰となる場合

は、「優先給電ルール」に基づき抑制する。
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１）特定負担者は、我が国の電力系統の基幹となる広域連系系統に対して、金銭的な貢献をしている
事実に着目すれば、こうした費用負担を行っていない者との間で、同等に扱うこととすれば、公平性
の観点から、適切ではないと考えられる。

１）特定負担者に対しては、その増強負担に応じ、一定期間、特定負担者でない者と比較して、特別な
取扱いを行うものとする。

２）その具体的な在り方は、他制度との整合性も踏まえつつ、引き続き検討を行う。

Ⅲ．検討結果
６．特定負担者への対応

論点 これまでの議論の方向性

１．特定負担者に付与す
る権利又は地位

○特定負担者に対して、物理的送電権又は間接的送電権等（いずれも仮称）の権利又は地位を付与する
方向で、更に詳細検討を深める。

２．「一定期間」の考え方

○間接オークションにおけるエリア間値差リスクをヘッジするための仕組みの検討状況を踏まえつつ、諸外
国の事例、法定耐用年数、電源の稼働状況等を念頭に、更に詳細検討を深める。

３．権利又は地位の転売・
譲渡について

○基本的に、転売・譲渡を可能とする方向性で、更に詳細検討を深める。

①送電線 ３６年

②変圧器 ２２年

③水力発電機 ２２年

④火力発電機 １５年

法定耐用年数

○例えば、PJMでは、1996年にFERCからオープンアクセスポリシーが
示されて以降、発電事業者を差別なく連系させることが必要となっ
た。このため、それ以前の特定負担者の連系を保証する観点から、
混雑費用相当額を受け取る権利（ARR）が、発電所の存続等、一
定の条件が満たされる限り継続する権利として付与されている。（更
に要調査。）

諸外国の事例の例

（参考）これまでの検討状況
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１）間接オークションの導入により、公正性・公平性が確保されるとともに、市場取引量の増加に極め
て大きな貢献が期待できるため、可能な限り速やかな導入が望ましい。

２）他方、実務的には市場取引量が急激に増加するため、これらの処理を確実に実施することができ
るよう、システムの抜本的な見直しが必要。

３）また、２０１６年４月には、広域機関システムの運用開始が遅れたこと等により、事業者の皆様に大
変な御迷惑をおかけしたところであり、この反省を十二分に踏まえることが必要。

①現在のシステムがいつ完成するか：
現在の広域機関システムは、現在もなお暫定運用中であり、足元では、長期・年間計画の策定機能や、北
本連系線における特殊処理等の機能の開発を行っているところ。

②現在のシステムの性能をいつまでに抜本的に拡充することができるか：
広域機関では、「広域機関システム抜本刷新会議」を設置し、信頼性や堅牢性の向上等を目的とした抜本
的なシステム刷新に向け、具体的な検討を進めているところ。

③十分な試験期間を確保できるか：
２０１６年４月に生じた諸問題の大きな要因の一つとして、事業者の皆様への説明や試験等のための準備
期間が十分に取れなかった点にあると考えられる。

４）加えて、「電力システム改革貫徹のための政策小委員会中間とりまとめ」においても、「２０１８年度
の早い段階での導入を目指す」と整理された。

１）２０１８年４月に間接オークションへ全面移行することを目指す。

２）ただし、以下の３段階のマイルストーンを設け、それぞれの時点で評価を行い、遅れが見られる場
合等には、それぞれ時点における状況に応じ、確実にスケジュールを見直す。

第一段階（２０１７年３月） ： 現在のシステムの開発状況等を評価。

第二段階（２０１７年６月） ： システムの信頼性・堅牢性の向上策の実施状況等を評価。

第三段階（２０１７年１２月）： 事業者説明や、試験に当たっての準備状況等を評価。

Ⅲ．検討結果
７．施行時期



32（参考）
２０１７．２「電力システム改革貫徹のための政策小委員会中間とりまとめ」より抜粋
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（連系線を介する供給力の評価方法）

１）現行ルールの下では、連系線を介する供給力について、先着優先に基づく利用計画のあるものを
供給力として評価。

２）間接オークションの全面導入時における供給力評価の在り方については、今後、「調整力及び需給
バランス評価等に関する委員会」において検討する。

３）供給計画に関連する事項については、国とも調整を行う。

Ⅳ．今後の検討課題

１．間接オークション導入に伴う詳細設計について

（連系線の増強の在り方）

１）現行ルールの下では、空容量が１０％（長期）又は５％（年間）を下回る等の状況が確認された場合、
広域機関が、連系線増強の計画策定プロセスを開始。

２）間接オークション導入後の連系線増強の在り方については、制度施行後の混雑の実績や見通し等
を踏まえて検討を行う。

（更なる詳細設計）

１）上述のほか、運用上の更なる詳細運用については、引き続き、検討を行う。

２）JEPXに蓄積される混雑費用および間接的送電権等の発行主体が得る収入の使途の検討を行う。

３）特定負担者に対しては、その増強に応じ、一定期間、特定負担者でない者と比較して、特別な取り
扱いを行うものとする。その具体的な在り方は、他制度との整合性を踏まえつつ、引き続き検討を行
う。
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１）間接オークションの導入に伴い、従来、連系線をまたいだ電気の売買を直接行っていた事業者
（送電側の事業者及び受電側の事業者）は、相対契約の見直しが必要となる。

２）今後、事業者間の契約見直しに伴う利益配分の協議の円滑化を促すとともに、正当な理由なく電
源差し替えを妨げることその他の適切でない行為を抑制する観点から、考え方の整理を行ってい
くことが必要である。

Ⅳ．今後の検討課題
２．相対契約の見直しに係る考え方



36（参考） ２０１６．１１．２４電力システム改革貫徹のための政策小委員会・市場整備ワーキン
ググループ資料「制度措置・変更に伴う既存契約の見直しの必要性について」より抜粋

※赤枠は当機関にて付記
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１）間接オークションの導入に当たっては、エリア間値差リスクをヘッジするための仕組みが必要であり、
その仕組みとして、米ＰＪＭでは金融的送電権（FTR: Financial Transmission Right）が提供されてい
る。検討会では、今後、このような権利を「間接的送電権等」と呼ぶことを確認した。

２）また、エリア間値差リスクをヘッジするための仕組みとして、エリア先物市場の活用可能性について
整理の上、まずは、ＪＥＰＸにおいて「間接的送電権等」を導入する方向性を確認した。

３）国の審議会（貫徹小委）での整理も踏まえ、間接的送電権等は、間接オークションの導入（新規連
系線利用登録の停止）後、ＪＥＰＸが商品設計等の準備を行った上で、ベースロード電源市場の創設
までに導入することが必要である。

Ⅳ．今後の検討課題

３．間接的送電権等

参考：2017.2「電力システム改革貫徹のための政策小委員会中間とりまとめ」より抜粋

『エリア間値差ヘッジ商品については、ベースロード電源市場創設による卸電力市場

（先渡市場）活性化を見据え、同市場創設までに導入を行う』

『ベースロード電源市場については、遅くとも2020年度から電気の受け渡しを開始でき

るよう、今後詳細設計の検討を行う』
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